
様式 １　公表されるべき事項

電力広域的運営推進機関（法人番号6010005023758）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和５年度における改定内容

別 添

理事長及び理事の報酬については、他の認可法人、独立行政法人及び国家公務員（指定職）の水準に準じて

適正な水準となるよう決定している。監事の報酬については、他の認可法人及び独立行政法人における非常勤監

事の勤務実態及び報酬額を参考にして決定している。 

当機関の内部規程に則り、半年毎に１回支給する勤勉手当に業績評価を反映させている。具体的には、理

事長については理事会が、理事については理事長が業績評価を行い、以下の算定方法により支給額を決定

している。

（算定方法）

勤勉手当 ＝ （基準日現在において役員が受けるべき本給及び地域手当の月額並びに本給の月額に100

分の25を乗じて得た額並びに本給及び地域手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額）×（業績評価

に基づく支給割合※）×（基準日以前6か月以内の期間における在職期間に基づく支給率）

支給割合（国家公務員指定職に準拠）

＜令和5年6月支給＞

優秀：100分の205以下、100分の110以上

良好：100分の96.5

良好でない：100分の88以下

＜令和5年12月支給＞

優秀：100分の215以下、100分の115以上

良好：100分の101.5

給与は、本給、地域手当、通勤手当、特別手当及び勤勉手当 から構成されている。

本給は、国家公務員（指定職）に準じて改定（1,151,000円→1,154,000円）

特別手当は、本給＋地域手当＋ 本給×100分の25＋（本給＋地域手当）×100分の20に、以

下を乗じる（給与法に準ずる）。

【令和５年度】 6月：100分の65、12月：100分の65

 

※基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし

ている。

給与の構成は、法人の長に同じ。 

本給は、国家公務員（指定職）に準じて改定（921,000円→924,000円） 

該当なし

該当なし

給与は、非常勤役員手当で構成されている。

非常勤役員手当は、国家公務員（指定職）に準じて改定（220,200円→220,900円） 



２　役員の報酬等の支給状況
令和５年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

23,152 13,848 6,396
2769
１３８

（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

18,576 11,088 5,121
2217
148

（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

18,916 11,088 5,121
2217
489

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

18,668 11,088 5,121
2217
241

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

18,622 11,088 5,121
2217
194

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,807 8,316 2,639
1663
189

（地域手当）
（通勤手当） 7月1日

千円 千円 千円 千円

2,650 2,650
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,650 2,650
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

E理事

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事

C監事
（非常勤）

D監事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

理事長の報酬は、他の経済産業省所管の独立行政法人等の長の年間報酬額平均（約
2,000万円）、事務次官の令和元年年間報酬額約2,350万円、職員数が500人以上1,000人未
満の民間企業役員の令和元年年間報酬額約2,900万円、常務取締役2,200万円と比較衡量

理事の報酬は、他の経済産業省所管の独立行政法人等の理事の年間報酬額平均（約
1,600万円）、本省局長の令和元年年間報酬額 約1,800万円、職員数が500人以上1,000人未
満の民間企業役員の令和元年 年間報酬額約2,900万円、取締役1,900万円と比較衡量したう

該当なし

該当なし

監事（非常勤）の報酬は、他の経済産業省所管の独立行政法人の報酬と比較しても低い金

額であり、報酬水準は妥当であると考える。 

当機関は、電気の需給状況の監視、電気の安定供給の確保を担う法人であり、理事長をは

じめとする役員には、当機関の運営を担うための高度な専門知識が求められており、それに

見合った適切な処遇が必要である。当機関においては、役員報酬については、機関の内部

規程に則り業績評価が反映される制度となっている。また、報酬等の支給の基準については、

国家公務員・民間企業の報酬等を考慮する等、適正確保に向けた取組を行っており、経済

産業省としてもそうした取組を促しつつ、支払水準の適正性について注視していく。



４　役員の退職手当の支給状況（令和５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

11,100 8 2023年3月31日 1.2

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案率及
び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

理事

判断理由

理事

当該役員の業績率については「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について（平成27年3月24日閣議決定）」に基づ

く業績勘案率の統一的算定ルールに従い算出し、業績勘案率「1.2」として退職手当支給額を決定しており、妥当である。

２０歳 ５６歳２８歳 ６０…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２ ５ １１ ９ (

Ⅰ １ ②に記載のとおり、本法人においては、勤勉手当が業績評価により変動する仕組みとなっている。これは、

一般職の職員の給与に関する法律に準拠したものである。 



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和5年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 41.6 8,083 5,734 246 2,349
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 41.6 8,083 5,734 246 2,349

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 53.3 5,579 5,579 217 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 53.3 5,579 5,579 217 0

うち所定内

※契約職員は、事業運営に必要な固有のスキルを有する者であり、一般職員の就業規則とは別に個別の労働契約により期間を定めて雇用する職員である。

人員

事務・技術

契約職員

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

任期付職員

区分

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和５年度の年間給与額（平均）

総額

本機関職員の給与水準を検討するにあたっては、電力の安定供給の確保の為、常時全国の
電力の需給状況の監視を行うとともに、中長期の需要予測や供給力分析を行ない、必要に応じ
て電気事業者に対して指示を行う等に加えて、容量市場や需給調整市場など新たな制度設計
やシステム構築を着実に遂行できる人材を確保する必要性から、国家公務員の給与水準や電
力業界の市場動向を考慮している。

・賃金構造基本統計調査令和5年（電気業 1,000人以上 大卒）；平均年収 7,756千円

本機関の業績評価制度においては、半年に一度個人が設定する目標に対する達成度や取組
過程に基づいて決定した評価を賞与（勤勉手当）の支給額に反映している。特に、管理職につ
いては、職級別の業績評価のみで賞与を決定・支給している。

また、前年度の業績・能力評価に基づき、本給の昇給（昇級・昇号）を実施している。

【職員給与制度の内容】
・職員給与規程において、職員の給与項目は、本給、地域手当、諸手当（管理職手当・扶養手当・
住宅手当・特別在京手当・超過勤務手当・深夜勤務手当・夜勤手当（交替勤務の者のみ）・特別勤
務手当・当直手当・通勤手当）、並びに6月と12月に支給する期末手当（一般職員のみ）及び勤勉
手当である。

・期末手当は、基準日現在において職員が受けるべき本給月額及び扶養手当並びにこれらに対
応する地域手当の月額の合計額を期末手当基礎額として、支給係数（6月は120/100、12月は
125/100）と期間率（基準日以前6か月以内の在籍期間に応じて、30/100～100/100の率）を乗じて
得た額である。

・勤勉手当のうち一般職員への支給は、基準日現在において職員が受けるべき本給月額及びこ
れに対応する地域手当の月額の合計額を勤勉手当基礎額として、以下に示す成績率と期間率
（基準日以前6か月以内の在籍期間に応じて、0～100/100の率）を乗じて得た額である。

直近評定が「特に優秀」；6月（119/100～200/100）、12月（124/100～210/100）
直近評定が「優秀」；6月（107.5/100～119/100）、12月（112.5/100～124/100）
直近評定が「良好」；6月（96/100）、12月（101/100）
直近評定が「良好ではない」；6月（87.5/100以下）、12月（92.5/100以下）

・勤勉手当のうち管理職員への支給は、直近評定に応じて、下記の表に示す額である。

【令和5年度の主な給与改定】
・令和５年の人事院勧告を踏まえ、本機関の本給表を国家公務員行政職（一）に準じて増額改定
（各職級・号俸につき対前年比1,400円～9,500円）した。
・勤勉手当について、年間で0.10月の増額を実施した。



②

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 2

本部課長 3

本部係長 6 40.7 6,820

本部係員 8 32.6 5,429

本部専門スタッフ 1

本部室長 1

本部事務局長 1

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

％ ％ ％

53.1 52.4 52

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.9 47.6 48

％ ％ ％

         最高～最低 　55.4　～　44.4　 　54.6　～　44.7　 55～44.6

一般
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢人員

一律支給分（期末相当）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

最高～最低

賞与（令和５年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

6,662～6,974

5,126～5,567

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

２ ５ ９

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職

千

人千円



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与
（扶養親族がいない場合）

　22歳（大卒初任給）　月収208,000円　年収3,432,000円

　35歳（本部主任級）　月収357,600円　年収5,900,400円

　50歳（本部課長級）　月収544,200円　年収9,492,800円

　※扶養家族がいる場合、扶養手当（配偶者3,500～6,500円　子1人につき10,000円）を支給

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０６．８

項目

対国家公務員
指数の状況

　本機関は全職員が東京都23区内（地域手当支給区分：1級地）の事業所
で業務に従事している。一方、令和５年_国家公務員給与等実態調査によ
れば、行政職俸給表（一）が適用されている者のうち、地域手当支給区分が
1級地となっている者の割合は30％程度となっており、当機関職員の1級地
適用割合が国家公務員の1級地適用割合を大幅に上回っている。

　また、当機関では電力の安定供給確保のため常時全国の電気の需給状
況の監視を行い、中長期の需要予測や供給力分析を行うとともに、必要に
応じて電気事業者に対して指示を行う等の業務とともに、容量市場や需給
調整市場の制度設計・運営やシステム構築および「強靱かつ持続可能な電
気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」に
基づく業務に取り組んでいる。これらの業務を着実に遂行するためには、電
力系統解析、需給運用、最適供給力の算定など大卒理系レベル（電気工
学・エネルギー経済分析等）の極めて高度な専門知識が必要とされ、職員
に占める大卒以上の割合は令和4年度は91％となっており、国家公務員に
占める大卒以上の割合61.7％（令和4年_国家公務員給与等実態調査：行
政職俸給表（一）適用者）を上回っている。

　上記2つの理由から、年齢のみで比較した指数は120.1と算出されるが、
地域特性や学歴構成を加味した指数は105.1となる。
　なお、前述のスキルを有する人材は非常に限られており、中立機関として
の機能を発揮するためには、人材確保の必要上、国家公務員の給与水準
だけでなく、電力業界の給与水準も考慮しながら給与水準の検討を行って
いる。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１１７．９

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０５．１

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１２０．１

（法人の検証結果）
　当機関は東京23区内（1級地）のみ事業所を構えていることに加え、前記
の業務の特性上から大卒以上の割合が91％と高学歴者が多い。地域・学
歴を考慮した指数は106.1となっているが、当機関の給与水準は国家公務
員に加え電力業界の水準も考慮しながら適正化に努めており、さらには国
からの財政支出・累積欠損額もないことから概ね妥当であると考えている。

　今後も国の動向や電力業界の市場動向を見据えながら、給与水準の適
正化に努める。

（主務大臣の検証結果）
　令和５年度の年齢・地域・学歴を考慮した対国家公務員指数は106.1と
100ポイントを超えているところ、当機関は、電力系統解析、需給運用等の
極めて高度な専門知識が求められる需給監視業務や新たな制度設計・シ
ステム構築の検討業務を実施しているため、大卒以上の高学歴者が必要と
の要因を踏まえれば、現在の給与水準はやむを得ないと考えられる。
　当機関は今後も業務の特殊性を鑑みた人材確保の観点から、国の動向
や電力業界の市場動向を見据えながら給与水準の適正化に努めることとし
ており、当省としてもそうした取組を促しつつ、給与水準の適正性について
注視していく。



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方
  本機関の業績評価制度においては、半年に一度個人が設定する目標に対する達成度や取
組過程に基づいて決定した評価を賞与（勤勉手当）の支給額に反映している。
　特に、管理職については期末手当の仕組みがなく、業績評価のみで賞与（勤勉手当）を支給
する等、業績をよりダイレクトに反映する仕組みとなっている。
　また、本給の昇給（昇級・昇号）については、前年度の業績・能力評価を反映する仕組みと
なっている。



Ⅲ　総人件費について

令和4年度 令和5年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D) 246,682 260966
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

１．総人件費について
　「給与、報酬等支給総額」は対前年度比110.8％、「最広義人件費」は対前年度比110.2％と
なっている。主な増要因は以下の通り。
　・容量市場、予備電源等、業務量増に伴い、職員数も増加したため。
　
２．退職手当について
　「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）を踏まえ、以
下の措置を実施。
　【役員の退職手当】
　　退職手当の支給率の調整率を、87/100から83.7/100に引き下げた。
　　なお、施行日については、退職手当引当金の会計年度と退職手当改正法施行年度との整
合を図るべく、平成30年3月30日とした。
　【職員の退職手当】
　　職員の退職手当については、国家公務員退職手当法に準じた算式を定めているが、支給
率については法改正後の国家公務員の退職手当と比較しても小さく、支給水準も低いものと
なっている。このため、閣議決定の根拠となった「退職給付水準の官民比較」（平成29年4月人
事院報告）の主旨をはじめ、極めて高度な専門知識を有する要員を確保する必要性から、現時
点では現行の調整率（87/100）を据え置く方針である。また今後、調整率改定の検討にあたっ
ては、支給率改定も含めた抜本的な見直しが必要と考えている。

1,785,739

区　　分

給与、報酬等支給総額
1,611,809

15,182

2,070,822

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

18,816

5,301

最広義人件費

非常勤役職員等給与

1,878,958

退職手当支給額

5,285
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